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●ねらい
－ 第４期科学技術基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略に掲げた技術の進捗状況を適切に把握する。
－ 技術の進捗や、現在の社会状況を考慮し、今後取り組むべき課題・事項を検討する。

●調査の進め⽅
① 技術体系に基づき、エネルギー分野の技術開発事項を網羅的に整理
② エネルギー分野の技術開発項⽬を⽣産〜流通〜消費のエネルギーフローに合わせて俯瞰図として整理
③ 整理された技術項⽬の中で、第４期科学技術基本計画において明⽰された技術を中⼼に、評価指標を検討し、指標

値を調査
④ 整理された技術項⽬の中で、第４期科学技術基本計画において明⽰された技術を中⼼に、国が実施した取り組みを研

究開発・導⼊促進の両観点から調査
⑤ 技術開発に関する国際的な⽐較評価、及びエネルギー基本計画（案）との⽐較評価を実施して総合分析、総括。

調査の⼿順

図 調査の⼿順

技術体系の整理

評価指標に基づくレビュー 施策実施状況のレビュー技術の体系的整理

国際的な⽐較評価

評価指標に関する検討

総合分析

総括

施策実施状況のレビュー

エネルギー基本計画（案）
との⽐較評価

主要国等における施策状況

基本計画の体系の整理

評価指標に基づくレビュー
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１．第4期基本計画レビューの対象を選定した考え⽅（基本計画上の位置付け）

第４期計画では、我が国の将来にわたる成⻑と社会の発展を実現するための主要な柱
として「グリーンイノベーションの推進」を位置づけており、この中の「重要課題」として、「ⅰ）
安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現」「ⅱ）エネルギー利⽤の⾼効率化及びス
マート化」を掲げている。エネルギー戦略協議会ではⅰ）ⅱ）に含まれる技術をレビューの
対象とした。

また、「重要課題達成のための施策の推進」として、「（１）安全かつ豊かへの貢献」
から「（４）国家存⽴の基盤の保持」の柱が⽴てられている。エネルギー戦略協議会では
（１）ⅱ）⾷料、⽔、資源、エネルギーの安定的確保、（２）ⅱ）我が国の強みを活か
した新たな産業基盤の創出、（３）ⅰ）地球規模問題への対応促進、（４）ⅰ）国
家安全保障・基幹技術の強化 に⾔及された施策を検討の対象とした。
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１．第4期基本計画レビューの対象を選定した考え⽅（個別課題の体系的整理）
第４期基本計画の課題領域 第５期基本計画検討のための技術体系

課題領域 個別課題 分野 ⼤分類 中分類（⼩分類）
Ⅱ．３．グリーンイノ
ベーション
(2)重要課題達成の
ための施策
ⅰ）安定的なエネル
ギー供給と低炭素化
の実現

太陽光発電 【⽣産】エネルギー製造・転換 発電（⾮化⽯） 太陽光発電
バイオマス利⽤ 燃料製造（⾮化⽯） バイオマス由来の燃料製造

発電（⾮化⽯） バイオマス発電
⾵⼒発電 発電（⾮化⽯） ⾵⼒発電
⼩⽔⼒発電 ⽔⼒発電
地熱発電 地熱発電
潮⼒・波⼒発電 海洋エネルギー発電（潮⼒・波⼒発

電）
宇宙太陽光発電 宇宙太陽光発電
藻類バイオマス 燃料製造（⾮化⽯） バイオマス由来の燃料製造（藻類バイ

オマス）
燃料電池 発電（燃料） 燃料電池発電
蓄電池 【流通】エネルギー貯蔵・輸送 エネルギー貯蔵・輸送（電気） 蓄電
蓄積システム エネルギー貯蔵・輸送（熱） 蓄熱
製造・輸送・貯蔵にわたる⽔素供給シ
ステム

【⽣産】エネルギー製造・転換 燃料製造 ⽔素製造
発電（燃料） ⽔素燃焼発電

【流通】エネルギー貯蔵・輸送 エネルギー貯蔵・輸送（燃料） ⽔素輸送・供給
⽔素貯蔵

超電導送電 共通基盤 デバイス・機器・システム⾼効率化 超電導技術
基幹・分散ｴﾈﾙｷﾞｰ供給及び需要システ
ムを総合的に最適制御するｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ（ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ等)

【⽣産／流通／消費】エネルギーの⽣
産〜流通〜消費段階にまたがる分野

エネルギーマネジメント 基幹系エネルギーマネジメントシステム
需要家系エネルギーマネジメントシステ
ム

⾃律分散エネルギーシステム
⽕⼒発電の⾼効率化 【⽣産】エネルギー製造・転換 発電（燃料） ⽯油⽕⼒発電

天然ガス⽕⼒発電
⽯炭⽕⼒発電

⾼効率⽯油精製 燃料製造（化⽯） ⽯油由来の燃料製造
⽯炭ガス化複合発電等とCO2回収・
貯留を組み合わせたｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ⽕⼒発
電

発電（燃料） ⼆酸化炭素分離回収技術
⽯炭⽕⼒発電（⽯炭ガス化複合発
電）

Ⅱ．３．グリーンイノ
ベーション
(2)重要課題達成の
ための施策
ⅱ）エネルギー利⽤
の ⾼効 率化 及びス
マート化

製鉄等における⾰新的な製造プロセス 【消費】 産業部⾨の省エネ 省エネ型産業プロセス
バイオリファイナリー 【⽣産】エネルギー製造・転換 燃料製造（⾮化⽯） バイオマス由来の燃料製造
住宅・建築物の⾼断熱化 【消費】 ⺠⽣部⾨の省エネ ⾼断熱・遮熱住宅・ビル
⾼効率給湯器 給湯器
定置⽤燃料電池 【⽣産／流通／消費】エネルギーの⽣

産〜流通〜消費段階にまたがる分野
コージェネレーション 燃料電池

次世代⾃動⾞⽤蓄電池 【消費】 運輸部⾨の省エネ 次世代⾃動⾞4



１．第4期基本計画レビューの対象を選定した経緯・考え⽅（技術体系の整理）
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２．技術の進捗の把握のための評価指標を選定した考え⽅

●評価指標の選定の考え⽅

－ 他省庁での評価と重複せず、かつ⼤局的に技術を評価できる指標を設定すべき
⇒ 以下を基本的な指標の⽅針とする

社会指標：導⼊量、市場規模
技術指標：コスト、代表的スペック

－政府公開資料からは値の出典を⾒つけられない指標の扱いについて
⇒ 技術の進捗を把握するために適当な指標を設定しているため、値の有無に係らず、

今後のフォローにあたっての重要な評価軸と位置付け、以降も事務局にて指標値の
収集に努めることとする。
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３．「指標値による進捗の把握」と「施策進捗による技術の実装度合の把握」

「規制緩和」や「標準化」など横
断的な施策についても⾔及

研究開発段階
研究開発補助

導⼊促進段階
実証実験
導⼊補助
FIT
税制優遇
低利融資

普及展開段階
導⼊補助
情報提供

横断的施策
規制緩和
標準化

技術の熟度に対応した
導⼊施策の推移

技術の熟度に応じて施
策フェーズ毎に整理

研究開発予算について
は⼩分類ごとに整理

４期計画レビューに係る評価対象項⽬
を中⼼に、「これまでの成果」「指標への
貢献度」「今後の課題」について整理

●施策進捗による技術の実装度合の把握
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【参 考】主要国等における施策状況（欧州フレームワーク計画（FP）、Horizon 2020）

• 欧州（EU）では、加盟各国共同で研究活動を⾏うための⽀援計画として、欧州フレー
ムワーク計画（FP） を定め、国家横断的な技術開発を⾏ってきた。予算は年々増加
しており、第7次欧州フレームワーク計画（FP7, 2007〜2013）では、約500億ユー
ロの予算が充てられた。

• FP7において、エネルギー分野（予算：2,350百万ユーロ ）については、主に以下のカ
テゴリーに類する技術開発が実施されてきた。エネルギー分野の予算も増加しており、
2013年は2007年の1.8倍となる415百万ユーロの予算が割り当てられている。

＜FP7におけるエネルギー分野の主要テーマ＞
•⽔素・燃料電池
•再⽣可能エネルギー電⼒
•再⽣可能燃料製造
•再⽣可能エネルギー利⽤冷暖房
•炭素回収貯留（CCS）
•クリーン・コール技術
•スマートエネルギーネットワーク
•エネルギー効率の向上・省エネ
•エネルギー政策⽴案

8



【参 考】技術開発のための段階的施策の実施（IEAにおける整理）

• IEAでは、再⽣可能エネルギー分野における、時間に伴う技術の発展度合と市場における政策⽀援との関係
を、S字曲線を⽤いて⽰している。

• ⼀般的に、発展度合が低い技術ほど経済的な競争⼒（コスト差）を持たないため、R&D⽀援にとどまらな
いような政策⽀援を必要とする。例えば、投資コスト⽀援、FIT、保証⾦のような低リスクで安定性の⾼い施
策である。またR&D段階を過ぎて実証期に⼊った際には、コストにかかる施策とともにコスト以外の障壁に対
しても、施策による対処が必要である。⼀⽅で、技術が発展し、現状の市場技術とのコスト差が⼩さくなった
場合には、FIP（Feed-in premiums）や技術特性を考慮した再⽣可能クレジット取引のような施策の⽅
が適切である。また、それらの段階を経て成熟技術へとなれば⽀援策は必要なくなり、市場における競争の下
で導⼊を図る。

出所）環境省 中央環境審議会地球環境部会
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５．第５期策定に向けた調査①（国際⽐較）
 ⽇本技術の国際展開を考える際の重要な技術分野として、⽕⼒発電、再⽣可能エネルギー発電（太陽光、⾵⼒）、電⼒

供給システム、蓄電、エネルギーマネジメントを選定し、特許分析による国際競争⼒分析を実施。

出所）NEDO再⽣可能エネルギー技術⽩書（2013）
図 太陽電池セル⽣産量のメーカー国籍別シェアの推移

図 WIPO国際公開特許件数の最先出願年別推移
※ ⽇本の特許件数は、⽇本の事業者が⽇本国内で出願した特許件数。
※ ⽇本の特許件数は、科学技術全般に、⽶国や欧州より出願件数が⾼い特徴がある。
※ 国際競争⼒を分析するにあたっては、その技術の国際特許件数に基づいた評価も合わせて⾏うことが望ましい。

 最先優先権主張国における特許件数の⽐較では、⾵⼒を除く
全技術において、⽇本の特許件数が⽶国及び欧州を上回って
いる。

 ⼀⽅で、特許出願件数が、必ずしも国際競争⼒として体現され
ていない場合が存在する。例えば、技術的には⽇本企業が先⾏
していた太陽光発電の世界市場シェアは、近年縮⼩し続けてお
り、2005年以降は欧⽶メーカーに、2010年以降は中国／台
湾メーカーに⼤きく市場シェアを奪われている。

 ⽇本企業の国際競争⼒の強化にあたっては、引き続き特許出
願による権利獲得等、技術開発の具体的な成果を積み上げ
ることに加えて、国際市場における商品価値を⾼めていくための、
より市場に即した技術開発の推進が重要課題であり、第5期
基本計画策定にあたっての重要な検討項⽬。
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５．第５期策定に向けた調査②（エネルギー基本計画との⽐較）

※ ⾚字：第4期科学技術基本計画の重点課題
※ ⾚枠：エネルギー基本計画（案）（平成26年2⽉）において重点課題

図 エネルギー分野の技術体系と第4基科学技術基本計画および
エネルギー基本計画（案）の関係性

 第4期基本計画とエネルギー基本計画
（案）の重点課題を⽐較すると、おおむ
ね⼀致。

 ⼀⽅、エネルギー基本計画（案）に含
まれるが第4期基本計画では対象として
いない以下の技術は、第5期基本計画
策定時に検討が必要。

＜エネルギー資源開発＞
⽯油・天然ガス
＜エネルギー製造・転換＞
光エネルギー由来燃料
＜エネルギー貯蔵・輸送＞

送電・配電
＜エネルギー消費段階＞

航空機・船舶・鉄道、先進交通システム、空調、照明、家
電・業務機器
＜横断的技術＞

⾼効率コージェネレーション、低位熱利⽤

 エネルギー基本計画（案）において、世
界市場を開拓する我が国の先端技術と
して蓄電池、燃料電池が挙げられており、
市場に即した技術開発の推進が重要。

 地域的な総合エネルギー事業に係る技
術開発は、単体の技術を統合する横断
的技術として重要

 現在は取り組みの薄い熱輸送・蓄熱技
術についても検討が必要。

 重点課題の検討にあたっては、施策進捗
を踏まえた技術の成熟度の整理・分析
に基づく検討も必要。
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６．総括・今後の課題

1

11 第４期科学技術基本計画レビュー結果に基づく今後の課題第４期科学技術基本計画レビュー結果に基づく今後の課題

2

エネルギーシステム全体を俯瞰した評価：今般の調査では、個別の技術開発・普及の進捗について整理
することを重点的に⾏った。今後は、エネルギーシステム全体を俯瞰したうえでの考察が必要。

先端的技術の網羅的調査：課題領域（技術体系では中分類）ごとに設定した⼩分類について、イノ
ベーションの萌芽となる先端的技術を網羅的かつ継続的に調査することが必要。

1

22 第5期基本計画策定に向けた課題第5期基本計画策定に向けた課題

2

基本計画の基盤としての技術体系の整備：優先順位や施策の強弱を検討する基盤として技術体系を整
理することで、基本計画を合理的に策定し、効率的に実施・進捗管理することが可能となる。

個別課題に応じた評価指標の整備：⼤局的に技術を評価する指標に加えて、個別の取組みの進捗をは
かる評価のあり⽅（評価指標の粒度、進捗管理⽅法、責任の所在 等）について、計画策定段階より検
討することが重要。

3 ⽬標値に係るシナリオの整理：指標の⽬標値について、野⼼的数値か⾜元の進捗を踏まえた現実的数値
か、競合となる技術との棲み分けをいかに考慮するか、等のシナリオの⾒極めが必要。

3
個別課題と対応する施策実施状況の⼗分な把握：各省庁における施策の検討状況及び実施状況に関
する情報収集整理分析機能と、その結果を各省庁にフィードバックしてコミュニケーションを図る機能を強化す
ることが重要。
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